
事 務 連 絡  

平成 26 年８月７日  

 障害福祉サービス等事業者  各位 

 区（地区）障害者支援担当者 各位 

健康福祉局障害保健福祉部障害計画課長  

共同生活援助利用者の障害支援区分認定について（通知） 

 平素は本市、障害福祉行政に御理解と御協力を賜り誠にありがとうございます。 

 さて、標記の取り扱いについて、既に御承知のことと存じますが、いくつかお問い合わせをいただき

ましたため、改めて通知いたします。 

平成 26 年度に共同生活介護（ケアホーム）が共同生活援助（グループホーム）へ一元化されたことに

伴い、それぞれ介護給付と訓練等給付であったものが、訓練等給付に統一されました。 

訓練等給付のみ利用の場合、原則的には障害支援区分の認定を要しませんが、共同生活援助利用にお

いては、取り扱いが異なり、別紙（介護給付等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）の抜粋）

のとおり、利用者が介護の提供を希望する場合あるいは利用者の状況等を勘案した上で介護の提供が必

要と認められる場合は、障害支援区分の認定を要します。これは新規、変更（更新含む）決定ともに同

様の取り扱いです。また、障害支援区分の認定を受けずに利用していた者が変更申請をした際も希望や

状況等を必ず御確認いただき、必要に応じて認定を行ってください。 

※ここでいう「介護の提供」とは、共同生活援助事業所から提供されるものと外部の居宅介護サービス事業所から提供

されるものを指します。また、「介護」とは、利用者が入浴、排せつ又は食事等をする際に行う身体介護を指し、家事の提

供や相談業務等の援助・支援は含みません。

なお、障害支援区分の認定を行わなかった場合は、障害支援区分「非該当」として支給決定し、共同

生活援助（介護サービス包括型）事業所の請求においては、「区分１以下」の請求コードを使用します。 

以上、当該取り扱いについて御留意いただきますよう、よろしくお願いいたします。また、共同生活

援助事業者様におかれましては、利用者の状況確認の際に御協力等いただけますよう、重ねてお願いい

たします。 

障害計画課給付係 

TEL 044-200-2675 

FAX 044-200-3932 
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【別紙】介護給付等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）の抜粋
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